
三重大学教育学部研究紀要 第63巻 教育科学 （2012） 79－86頁

I 問題及び目的

2006年（平成18年）6月に学校教育法が一部改正

され、2007年（平成19年）4月から、従来の「特殊

教育」を継承・発展させるものとして新しい「特別支

援教育」が制度化され、本格的な実施を迎えた。すな

わち、障害の種別や程度に応じて特別な「場」で行わ

れていた特殊教育から、小・中学校において通常の学

級に在籍するLD等の児童生徒を含む障害のある児童

生徒の一人一人の教育的「ニーズ」を重視する特別支

援教育への制度的転換がはかられたのである。

文部科学省（2007年）によると、特別支援教育を

推進するための体制の整備及び必要な取り組みとして、

次の6点がポイントとして挙げられた。

1．特別支援教育に関する校内委員会の設置

2．実態把握

3．特別支援教育コーディネーターの指名

4．関係機関との連携を図った「個別の教育支援計画」

の作成と活用

5．「個別の指導計画」の作成

6．教員の専門性の向上

障害のある児童生徒一人一人の教育的ニーズに対応

した指導及び支援を行っていくために重要な役割を果

たすのが、「個別の教育支援計画」及び「個別の指導

計画」（以後、「両計画」と記す）である。両計画は、

一人一人の児童生徒の教育的ニーズに対応した取り組

みを行っていく上で、核となるものである。

「平成21年度特別支援教育体制整備状況調査」（文

部科学省）の結果によると、全国の公立中学校におけ

る「校内委員会の設置」は99.9％、「コーディネーター

の指名」は99.8％とほぼ完全実施に近い状況である。

しかしながら、「個別の指導計画」作成状況について

は79.0％、「個別の教育支援計画」作成状況について

は57.5％と、依然として完全実施には至っていない

状況である（図1参照）。

「校内委員会の設置」、「コーディネーターの指名」

といった基礎的な組織・体制は数字の上ではほぼ整い

つつあるため、今後は「個別の教育支援計画」及び

「個別の指導計画」の作成率を上昇させ適切に活用す

ることが、特別支援教育の「質」の向上につながると

考えられる。

小坂（2009）は、小学校の現場においては、
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要 旨

2007年（平成19年）から「特別支援教育」が制度化され、全国の小・中学校等で特別支援教育の取り組み

が始まった。特別支援教育を推進するための体制の整備及び必要な取り組みのポイントの一つとして挙げられ

た「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」が、三重県A市中地区の中学校でどのように取り組まれ

ているのかを調査することで、今後の中学校における特別支援教育体制のあり方について考察した。その結果、

地域の「特別支援教育コーディネーター」間の連携のあり方、保護者や「こども相談支援室」などの関係諸機

関との連携のあり方、特別支援教育を視野に入れた生徒指導・校内体制作りなどが課題となることが考察され

た。
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・子どもの多様なニーズへの気づき・対応が難しい

・「両計画」への「良さへの実感の不足」

・計画が実践に活用されにくい

・保護者との関係が困難なケースが多い

・関係機関との連携の希薄さ

などが、両計画の作成と活用を遅らせる原因となる

のではないかと指摘している。

それに加えて、筆者は中学校現場での教職経験から、

・発達に伴う障害像のつかみにくさや、二次的な障害

としての問題行動の顕在化

・教科担任制から生じる教員間の連携の難しさ

が、特別支援教育の取り組み自体の遅れの原因になっ

ているのではないかと考える。

中学生の発達障害の二次障害について、鳥居

（2010）は「思春期以降は、問題が複雑化し混在する

ために、本来の障害は何だったのか判断がつかないケー

スも多い」と述べている。

学校における支援の特殊性について、斉藤（2009）

は、「学校においては、正式な診断を受けないまま、

その状態像から、手さぐりで支援を開始せざるをえな

いこともしばしばである」と述べている。

すなわち、中学校現場では発達障害が二次的な問題

にこじれ、時には暴力行為や不登校などの問題行動と

して現れることもあるが、正規な診断を受けないまま

支援を開始せざるをえないことも多い現状がある。

兵藤（2011）は、特別支援教育は立場によって受け

止め方に違いが出てくることについて、担任以外の教

師の立場を次のように述べている。「特別支援教育で

は、担任かどうかで、かなり受け止め方の違いが出て

くる」「クラスの状況を把握したとしていても、あえ

て担任に伝えるのは稀である。支援が必要だと判断し

ても同様である」。

教科担任制の中学校では、一人一人の生徒に多くの

教職員がかかわるため、共通理解を図って全員が同じ

視点で生徒にかかわり、支援するのが難しい面がある。

また、発達の観点よりも、生徒指導の観点で生徒を見

ることの多い中学校では、特別支援教育について全員

の共通理解・意思統一が難しくなる面もある。

そこで本研究では、「両計画」の作成と活用を通し

て、中学校における特別支援教育体制のあり方につい

て考察する。

II 方 法

１．聞き取り調査

（1）期間と対象

2010年11月から12月の間に三重県A市中地区の

中学校（9校）の特別支援教育コーディネーター担当

教員（9名）を対象としてインタビューによる聞き取

り調査を実施した。また、A市教育委員会特別支援

教育担当者に聞き取り調査を実施した。
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図1 公立中学校・項目別実施率（平成17年～21年）

（出典：「平成21年度 特別支援教育体制整備状況調査 調査結果」より一部抜粋）



（2）手続き

A市中地区の各中学校を訪問し、特別支援教育コー

ディネーターに直接面談をして、聞き取り調査を行っ

た。「質問票」を事前に送付し、インタビュー当日は

「質問票」をもとに回答者に口頭で答えてもらい、そ

れを筆者が記録した。

（3）調査内容

1）各校における「両計画」の作成、活用の取り組み

状況

2）小学校・高等学校（特別支援学校高等部を含む）

との連携

3）各校における両計画の有効性・困難点・改善点に

ついての意識のあり方

4）コーディネーター自身の基礎情報

２．文献研究

インタビューを通して明らかになった中学校現場の

実情・課題への方策については、次のような文献をも

とに考察した。

（1）特別支援教育に関わる各種法令・試案・報告書

（2）特別支援教育推進のための刊行物

（3）研究論文・雑誌論文などの先行研究

III 結果と考察

１．中学校現場における取り組み状況と教員の意識に

ついて－A市中地区各中学校コーディネーターへ

の聞き取り調査より－

A市中地区各中学校現場において、特別支援学級

に在籍する生徒について、「個別の指導計画」作成率

は77.8％（全国平均79.0％）、「個別の教育支援計画」

作成率は77.8％（全国平均57.5％）と、全国に比べ

て「個別の指導計画」はほぼ同じぐらいの取り組み状

況であり、一方「個別の教育支援計画」の取り組み状

況は少し高い結果となった。しかしながら、問題は作

成した両計画の内容である。

「個別の指導計画」については、特別支援学級在籍

生徒については、全員の分を作成している学校が7校

（77.8％）、一部の生徒について作成している学校が１

校（11.1％）、作成していないという学校が 1校

（11.1％）であった（図２参照）。一部作成していると

いう学校では、本年度の1年生の分が未作成であり、

本年度中には作成する予定とのことであった。未作成

の学校は、プロフィール表を作成し、利用していると

のことであった。

通常学級在籍の生徒のうち、作成対象生徒全員の分

の「個別の指導計画」を作成している学校はわずか1

校（11.1％）にとどまった。この学校は、校内研修で

通常学級担任全員が「個別の指導計画」を作成するこ

とを課題にし、担当する学級から原則一人を選び「個

別の指導計画」を作成していた。したがって、必ずし

も対象生徒全員分とは言い切れない。また、一部を作

成している学校は2校（22.2％）で、校内委員会で話

題に上る生徒のうち、特に必要を感じる生徒のみ「個

別の指導計画」を作成していた。

特別支援学級籍の生徒に対しては、「個別の指導計

画」を作成すべきであることが明確であるので、多く

の生徒について作成済みである。それに対して、通常

学級籍の生徒については、対象生徒の判断基準がやや

不明確であるのに加え、各学校の校内委員会での取り

組みも異なり、作成が進まない原因になっていると考

えられる。

「個別の教育支援計画」については、特別支援学級

在籍生徒分は、全員の分を作成している学校が7校

（77.8％）、未作成が2校（22.2％）であった（図3参

照）。通常学級在籍の生徒のうち、作成対象生徒全員

の分の「個別の教育支援計画」を作成している学校は

1校（11.1％）、一部作成が4校（44.4％）、未作成が4

校（44.4％）であった。

「個別の教育支援計画」をまだ作成していない理由

としては、どの学校も、作成するのが望ましいと考え

られていたが、余裕がなく手がつけられていないとい

うのが現状であった。通常学級在籍生徒分については、

「個別の指導計画」より作成が進んでいる学校が多く

なっている。しかしその内容としては「個人の実態把

握」の部分が中心で、プロフィール的なものが多かっ

中学校における特別支援教育体制のあり方について
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図2 「個別の指導計画」の作成状況
図3 「個別の教育支援計画」作成状況



た。

「両計画」の様式は、各学校で独自の形式で記入し

やすいものを作成していた。特別支援教育コーディネー

ターが両計画の作成を不十分と考えている学校につい

ては、「個人の実態把握」の部分が中心になり、生徒

一人一人の教育的ニーズに対応して指導の方法を検討

するまでには至っていない学校が多かった。

「個別の教育支援計画」に関して、小学校との連携

については、A市では、特別支援教育コーディネー

ター間の連携として、各中学校地区を一つの単位とし

て連携の取り組みを進めている。

昨年度卒業の特別支援学級在籍生徒の「個別の教育

支援計画」は、該当校6校のうち、進学先の高等学校

（特別支援学校高等部を含む）へ、2校（33.3％）が

「書式」で、4校（66.6％）が「口頭のみ」で引き継

ぎをしていた（図4参照）。口頭でのみ引き継ぎをし

た学校は、「個別の教育支援計画」がまだ書けるとこ

ろしか書いていない状況だったり、校外への引き継ぎ

を前提として作成されていなかったりすることによる

と考えられる。

昨年度卒業の通常学級在籍生徒の「個別の教育支援

計画」は、進学先の高等学校への引き継ぎは、口頭の

みで引き継いだ学校が2校（22.2％）、書式で引き継

いだ学校が1校（11.1％）であったが、6校は引き継

ぎがされていなかった（図5参照）。これは、通常学

級在籍生徒の対象生徒の判断基準が不明瞭で、「個別

の教育支援計画」が未作成だったことによると考えら

れる。

今年度入学の特別支援学級在籍生徒の「個別の教育

支援計画」の、小学からの引き継ぎ（該当校7校）は、

全員の分を書式で引き継いだ学校は6校（85.7％）、

一部の生徒分を書式で引き継いだ学校が 1校

（14.3％）であった（図 6参照）。これは、小学校の

「個別の教育支援計画」への取り組みが進んできてお

り、中学校との連携の意識が高いことからであると考

えられる。

今年度入学の通常学級在籍生徒の「個別の教育支援

計画」の小学校からの引き継ぎには、書式で引き継い

だ学校が2校（22.2％）のみであった（図7参照）。

小学校でも、通常学級在籍の対象生徒の判断基準が不

明瞭で未作成であったり、作成済みでも中学校に引き
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図4 昨年度卒業した特別支援学級在籍生徒の「個別の

教育支援計画」の進学先への引き継ぎについて

図5 昨年度卒業した通常学級在籍生徒の「個別の

教育支援計画」の進学先への引き継ぎについて

図6 今年度入学した特別支援学級在籍生徒の

「個別の教育支援計画」の小学校からの引き継ぎについて

図7 今年度入学した通常学級在籍生徒の「個別の

教育支援計画」の小学校からの引き継ぎについて

図8 「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」の

有効性についての各校コーディネーターの意識



継ぐことを保護者へ確認していなかったりするために

引き継がなかったのではないかと考えられる。

以上の結果から、小・中連携の部分では「個別の教

育支援計画」は重要視され、引き継ぎが進んでいる。

しかし、高等学校（特別支援学校高等部を含む）への

引き継ぎは進んでおらず、今後、引き継ぎを前提とし

た計画の作成に取り組まなければならない。

両計画の「有効性」については、ほとんどの特別支

援教育コーディネーターが「有効なときもある」

（88.9％）と答えているが、一部「あまり有効でない」

（11.1％）とも答えている（図8参照）。両計画に対す

る理解が進み意識が向上してきているものの、作成に

対する不安や、計画が支援に生かしきれていない状況

がうかがえる。

「両計画を作成・活用したことで、効果があったと

実感できたこと」については、「一人ひとりの子ども

の発達特性への理解が深まった」と回答した学校（コー

ディネーター）が7校（77.8％）と最も多く、「職員

間での共通理解・関心が深まった」が4校（44.4％）、

「目標や手立てが明確になり、支援がしやすくなった」

が4校（44.4％）など、子どもへの理解・支援（指導）

等の面での効果があったという回答が多かった（図9

参照）。

次いで、「次年度への引き継ぎがスムーズに行えた」

が4校（44.4％）、「校内での支援者間の連携が深まっ

た」が3校（33.3％）と、校内での連携に有効であっ

中学校における特別支援教育体制のあり方について
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図9 「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」を作成・活用して効果があったと実感できたこと（複数回答）
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図10 「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」の作成活用上の困難点（複数回答）
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たという回答があった。

また、「保護者との連携」（3校・33.3％）、「校外の

関係機関との連携」（1校・11.1％）など、校外の部

分での連携を図る上で効果があったという回答が少な

く、その面での活用のあり方を考えていくことが今後

の課題ではないかと考えられる。

「両計画の作成・活用を進める上で、困っているこ

と、難しいと感じていること」については、最も多い

のが「作成や話し合いに時間がかかりすぎる」で、5

校（55.5％）が回答した（図10参照）。多忙な中学校

現場では、計画の作成や話し合いに時間を取られるこ

とはかなりの負担であると受け取られているようであ

る。

次いで多かったのが「具体的な支援方法が見つから

ない」（4校・44.4％）、「目標の設定が難しい」（4校・

44.4％）であった。形式的には「個別の教育支援計画」

「個別の指導計画」の作成を行っているが、支援方法

を模索していたり、作成方法自体に不安を抱えていた

りする様子が考えられる。

「両計画をより有効な支援ツールとして生かすため

の工夫」について、回答として最も多いのが「各教師

の関心や支援スキルを高める」であった（77.8％）。

これは、特別支援教育が「特別な支援を必要とする幼

児児童生徒が在籍する全ての学校において実施される

ものである」という、学校全体の取り組みとしての意

識の向上を特別支援教育コーディネーターが重視して

いるためと考察される（図11参照）。

次に多かった「校内で話し合う機会を多く保障する」

（6校・66.6％）、「特別支援教育コーディネーターが

活動しやすい環境を整える」（4校・44.4％）は、取

り組み時間の確保を切実に望んでいるものと考察され

る。

以上の結果を踏まえて、中学校における「個別の教

育支援計画」及び「個別の指導計画」の作成と活用を

進めていくために、次に示す（2．A市の特別支援教

育コーディネーター間の連携をどのように進めていく

か 3．「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」

作成のための保護者との連携、また関係諸機関との連

携づくりをどのように進めていくか 4．特別支援教

育を視野に入れた生徒指導、校内体制づくりをどのよ

うに進めていくか）の課題について検討を行う。

２．A市の特別支援教育コーディネーター間の連携

をどのように進めていくか

特別支援教育コーディネーターの指名と養成が平成

16年度から全都道府県で始まった。平成19年度から

は、小・中学校のみならず、幼稚園と高等学校でも始

まっている。

保田 英代・姉崎 弘
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図11 「個別の教育支援計画」「個別の指導計画」を生かすための改善点（複数回答）
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三重県の特別支援教育コーディネーターの養成研修

は、三重県総合教育センターで、平成 15年度末に

「特別支援教育スタートアップ研修」（3日間のセンター

での研修会）を立ち上げ、県下の小・中学校の約200

名の教員を対象に、特別支援教育に関する基礎研修を

実施している。翌平成16年度からの3年間で、小中

学校を対象に、約700名の特別支援教育コーディネー

ターを養成するための研修会が実施された。700とい

う数は県内の小・中学校の総数であり、県下のすべて

の特別支援学校および小・中学校の各校1名の教員を

対象に「特別支援教育コーディネーター養成研修」と

してネット活用3回を含めた10日間の講習を行った。

その後、三重県総合教育センターでは、「特別支援教

育コーディネーター研修」として、支援体制の現状を

把握し、さらにこれからどのように校内体制を機能さ

せていけばよいか、また各学校での実践を交流し今後

どのような連携を図っていくか等についてネット活用

と集合研修2日間をあわせた研修を行っている。

また、三重県教育委員会特別支援教育室では、平成

20年度から教育現場において、今後、県下の各地域

で特別支援教育の中核を担う人材（特別支援教育コー

ディネーターの教員を対象）の育成を目指して、「シー

ドプロジェクト」を立ち上げた。これは、特別支援教

育に関する連続講座を8日間・21講座開催している。

A市の特別支援教育コーディネーターの指名率は

100％である。筆者の調査によると、特別支援教育コー

ディネーター養成研修の参加状況は、三重県のコーディ

ネーター養成の10日間研修への参加が4名、三重県

総合教育センターの研修への参加が3名、シードプロ

ジェクトへの参加が1名（複数回答）であった。また、

参加はしていないと答えたコーディネーターが3名い

た。

三重県では現在、「特別支援教育コーディネーター

研修」や「シードプロジェクト」という特別支援教育

コーディネーターに関する研修が実施されている。ま

た、A市の特別支援教育コーディネーターの協議の

場として、各中学校地区を一つの単位として連携の取

り組みを進めている。しかしながら、A市全体の特

別支援教育コーディネーターが一堂に会しての協議の

場がなく、各学校での支援体制や校内体制の実践を交

流することが不十分なため、特別支援教育の取り組み

が校内での取り組みのみに終わりがちである。A市

全体の特別支援教育コーディネーターから学校現場の

声を聞き取り、支援体制の現状を把握し、さらにこれ

からどのように校内体制を整備していけばよいのか、

また各学校での実践を交流し今後どのような連携を図っ

ていくのか等についての研修または会議がもっと広く

実施される必要がある。

３．「個別の教育支援計画」及び「個別の指導計画」

作成のための、保護者との連携、また関係諸機関と

の連携づくりをどのように進めていくか

A市では、両計画の様式は、各学校で独自の形式

で記入しやすいものを作成していた。しかし、特別支

援教育コーディネーターが両計画の作成を不十分と考

えている学校は、「個人の実態把握」の部分が中心に

なっていて、生徒一人一人の教育的ニーズに対応して

指導の方法を検討するまでには至っていなかったり、

保護者への計画に関しての説明がしっかりと果たされ

ているとは言い切れなかったりする実態があった。市

全体で一律の様式に基づき取り組んでいくことは、特

別支援教育4年目の現段階においても必要であると考

える。

また、保護者への啓発として「おたより」の配布を

行い、そのなかで「個別の教育支援計画」「個別の指

導計画」への取り組みの重要性を特別支援学級籍の児

童生徒の保護者にだけでも伝えていくことが必要であ

る。もちろん、それは学校独自の取り組みではなく、

A市全体の取り組みとして配布されることが望まし

い。

また 2008年（平成 20年度）に設置された A市

「こども総合支援室」と連携し、「保健・福祉・教育・

医療等」それぞれの担当者と「途切れることのない支

援」を構築していくことも必要である。A市教育委

員会特別支援教育担当部局からの聞き取りによると、

教育の立場からのこども相談支援室との連携は

1）保育所及び幼稚園における早期発見・早期対応へ

の支援

2）幼児期から就学期への切れ目のない支援の実施

（小学校生活への円滑な移行）

3）発達障害にかかわる小・中学校支援

4）就学前の支援がスムーズに小学校教育に引き継が

れるよう、就学指導委員会と連携しての情報共有

5）保・幼・小・中の一貫した支援体制づくりの推進

が、挙げられた。

こども総合支援室には、今のところ「就学前相談」

が多く、中学校現場ではまだその存在が十分には知ら

れていない。開設されてまだ3年ということであるが、

「就学前相談」でかかわった子どもたちへの支援を、

中学校での支援へとつなげていかなければならない。

４．特別支援教育を視野に入れた生徒指導、校内体制

づくりをどのように進めていくか

発達障害のある生徒やその疑いのある生徒の二次障

害が、時には暴力行為や不登校などの問題行動として

現れることもある。こうした生徒の問題行動に対して、

中学校における特別支援教育体制のあり方について
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従来型の「取り締まり的な指導」「きまりを押しつけ

る形の管理的な指導」といった生徒指導では解決する

ことは難しい。多くの問題行動、問題を抱えた生徒に

対して特別支援教育の視点を持って取り組むことが有

効ではないかと考え、生徒指導・教育相談・特別支援

教育の連携による校内体制づくりが求められる。校内

委員会も、新たに新しい会議の場を作るのではなく、

今ある「生徒指導部」や「教育相談部」の会議に、特

別支援教育コーディネーターを加えることで、会議を

増やすこともなく開催されやすくなると考えられる。

以上より、中学校における特別支援教育体制づくり

において必要なものは、「連携」である。保・幼から

小学校へ、小学校から中学校へ、そして中学校から高

等学校へとつなげる「縦の連携」。次に教育・保健・

福祉・医療等の「横の連携」、さらに校内全体で特別

支援教育に取り組むという「教員間の連携」。その上

で、教師が子ども・保護者とどのように連携していく

かが重要である。

IV 今後の課題

第一に、今回の調査対象はA市中地区の特別支援

教育コーディネーターに限定されたものであった。今

後、広範囲の特別支援教育コーディネーター、特別支

援教育コーディネーター以外の中学校教員、小学校や

高等学校の教員にアンケートを行うなど、幅広く調査・

分析を行う必要がある。

第二に、今回の研究では「個別の教育支援計画」及

び「個別の指導計画」の作成と活用を通して考察して

きたが、今後は「校内委員会の内容」や「特別支援教

育コーディネーターの活動状況」を通して、中学校に

おける特別支援教育体制のあり方を追究する必要があ

る。
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